







































で、本人確認について公証人の責任が争われたのは、東京地判平成 29 年 12
月４日（判タ 1454 号 205 頁）が初めての判決である。
3	 今村与一「日本の公証人法　―制度と実務の両面からみた問題点」現代消費者法 41 号（2018
年）47 頁、山倉愛「日本における公証人制度に関する覚書	 ―制度，法的責任，実態」お茶の水
女子大学人文科学研究 14 巻（2018 年）243 頁、有吉尚哉「保証に関する規律への対応状況
と中期的な課題」Business	 Law	 Journal	 151 号（2020 年）28 頁等。保証契約締結プロセス
への専門家の第三者関与につき、日本法とイングランド法を比較検討したものとして、拙稿「保証契
約締結プロセスの規律─イングランドにおける信頼の濫用法理の考察を中心に─（1）～（4・完）」
北大法学論集第 69 巻 2号（2018 年）672 頁、同第 69 巻 6号（2019 年）1784 頁、同第
70 巻 1号（2019 年）37 頁、同第 70 巻 2号（2019 年）35 頁。
4	 司法書士の民事責任に関する研究として、七戸克彦「不動産登記業務における司法書士の専門家




日（民集 74 巻３号 149 頁）の評釈として、加藤新太郎「判批」NBL1169 号（2020 年）109
頁、同「判批」NBL1171 号（2020 年）89 頁、手嶋豊「判批」論究ジュリ34 号（2020 年）
151 頁、村田大樹「判批」法教 478 号（Web 版 2020 年 12月18日掲載）137 頁、武川幸
嗣「判批」新・判例解説Watch民法（財産法）№ 201 文献番号 z18817009-00-032011968






























































































































































公務員個人の責任を否定してきたのであり、（最判昭和 30 年４月 19 日民集９
巻５号 534 頁、最判昭和 47 年３月 21 日裁判集民事 105 号 309 頁、最判昭和
53 年 10 月 20 日民集 32 巻７号 1367 頁）、実務上は否定的に解することで確
定している。これらの最高裁判例は、公証人の個人責任を否定する裁判例に




















の規定（公証人法 28 条、31 条、32 条、60 条）をあげた。その上で、代理
嘱託である本件では、嘱託人が印鑑証明書を提出しなかったのに対して、公
証人が提出を要求しなかったという懈怠の責任を認めた。また、広島地判平
成２年４月 24 日 17では、委任状の印影が印鑑証明書の登録印と明確な相違
がある場合にこれを看過した点に公証人の過失が認められた。




































































































































ことから、公証人法 26 条と同法施行規則 13 条は、公正証書作成における行
































５. 東京地判平成 29 年 12 月 4 日（判タ 1454 号 205 頁）の検討
　前掲・最判平成９年９月４日判決以降、公証人の注意義務違反が争われ
た比較的最近の裁判例として、東京地判平成 29 年 12 月４日・判タ 1454 号






































































































２月 26日判時 1253号 83頁、大阪地判平９年９月17日判タ 974号 140頁、東京地判平13

























29	 小栁春一郎「地面師・成りすまし不動産詐欺と公証人認証	 :	 公証人の注意義務違反を否定しつ
つ司法書士の注意義務違反を肯定した東京地判平成29年 12月４日判タ1454号 205頁を中
心に」Evaluation	69 号（2019年）１頁。








べき注意義務」を課している。従前の裁判例（京都地判昭和 37 年４月 11 日


















争われた最判令和２年３月６日（民集 74 巻３号 149 頁）では、司法書士へ
の委任状に、印鑑証明書等の提出によって人違いでないことを証明させた
旨の公証人の認証が付されていた最高裁判所は、司法書士の過失を否定した
が、その理由の一つに本件委任状に公証人の認証が付与されていたことがあ
げられている。また、同判決の草野裁判官の補足意見では、委任状に公証人
の認証が付されていた点につき、「本件において用いられた偽造の手口は人
物の同一性を判別してこれに認証を与えることの職業的専門家である公証人
164 西村曜子
をも欺き得る程に巧妙なものであったことを示唆するものである」との指摘
がある。このような最高裁や草野裁判官の意見の背景には、公証人の認証に
対する公的な信頼がある。
　このような状況のなか、平成 29 年判決には、登記申請書類の準備段階に
おいて、公証人が本人確認を行う際の注意義務を判断した初めての判決と
しての意義がある。まず、平成 29 年判決では、登記申請における公証人認
証（不動産登記法 23 条４項２号）において求められる注意義務とは、「公
証人としての業務上相当の注意をもって確認すべき注意義務」であること
が示された。この点は、従前の裁判例では、通常人を基準としていたのと
異なり、専門家としての公証人を水準とした注意義務が課されることを明
示したものとして評価できる。ただし、公証人の調査義務を原則として否
定し、「一見して、面前の嘱託人と私署証書の作成者の同一性が疑われるよ
うな場合」に限り生じるとした点には留意を要する。平成 29 年判決は、こ
のような疑義が認められる例として、面前の嘱託人が、印鑑登録証明書に
記載された年齢（生年月日）と矛盾する外見であるなど、一見して、面前
の嘱託人と私署証書の作成者の同一性が疑われるような場合をあげる。し
かしながら、このように一見性を強調し、疑義ある場合を限定的に解する
ことは、同判決が、本人確認において負うべき注意義務につき、専門家と
しての公証人を水準とした意義を損なう帰結となりかねない。既に検討し
たとおり、公証人が公正証書を作成する際に、その法律行為の適法性につ
いて調査義務を負うかが争点とされた前掲・最判平成９年９月４日では、
法律行為の適法性に「具体的な疑義」がある場合に限り、関係人への説明
を求めるなどの調査義務が生じるという規範が示された。このような具体
的な疑義を調査義務の成立要件とする同判決については、その射程が手続
法規違反のケースにも及ぶと解し、さらに具体的な疑義へのあてはめ次第
では、公証人の過失を柔軟に解しうるものとみる見解があり、参考に値す
る 31。
31	 山倉・前掲注３）248頁。
165公証人の責任についての一考察
　ところで、本件事実関係によれば、認証の付与を求められた委任状には、
登記義務者の氏名という申請人本人の氏名につき、印鑑証明書等との不一
致があった。嘱託人自らの氏名に同一性に不一致があること自体から、一
定の疑義が生じるともいえる。また、このような不一致が確認できた場合
には、他の書面についても慎重に調査する必要性が生じるところ、本件印
鑑登録証明書の形式は、真正なものと比べると、証明文言と発行日付の間
の幅が数ミリメートル異なっていたことも認定されている。裁判所は、本
件印鑑登録証明書と真正なものを直接並べて見比べなければ認識すること
のできない程度の差異であるとし、確認行為として不十分な点はないとし
たが、嘱託人への慎重な調査、あるいは、官公署への照合等、公証人に調
査義務が課されるものとし、これに違反したとの判断も十分に可能であっ
たように思われる。
　わが国では、印鑑証明書の経済的、社会的な重要度に鑑み、印鑑証明書
による本人及び代理人の確認が制度化されてきたものであるが、予防司法
の要請とそのために要する手続の簡素化はしばしば対立するとの指摘があ
る 32。このような指摘は、証書の真正を担保して国民の信頼を確保するとい
う公証人の職務的観点から、印鑑証明書を中心とする本人確認制度のあり方
に疑問を呈するものといえよう。
32	 小林久起「判批」	民事法情報134号（1997年）52頁。
166 西村曜子
